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国土交通省国土政策局総合計画課

検討体制について

※ 国土審議会の枠組みとは
別に実施する懇談会

国土審議会

国土の長期展望専門委員会

体制図（R1-）

ライフスタイルの
多様化等に関する

懇談会

体制図（H28-30）

住み続けられる
国土専門委員会

計画推進部会

懇談会で検討・整理
された知見を必要に
応じて提供

３ヶ年の専門委員会
で得られた知見を本
懇談会に反映

｢関係人口の実態把握ＷＧ｣メンバー

○ 人口減少下において、地域の社会的・経済的活力を維持していくためには、関係人口を含む地域の活動人口の比率を高めて
いく必要がある。
〇 一方でライフスタイルの多様化やシェアリングエコノミーの進展等が確認されていることから、これらを踏まえた上で、関係人
口に係る現状及び将来像について“見える化”することが求められている。
○ よって、ライフスタイルの多様化やシェアリング等が対流に与える影響を把握しつつ、関係人口の類型化・定量化に向けた検
討を行い、地域づくりの担い手を確保するための関係人口のあり方、その拡大等に向けた施策の方向性を提示する。

※ 関係人口の類型化・定量化に向けて、本懇談会の下に
｢関係人口の実態把握ＷＧ｣を設置し、調査手法を検討 1



２．検討に係るロードマップ （案）

令和元年度 令和２年度

住み続けられる
国土専門委員会

ライフスタイルの多様化等に関する懇談会
～ 地域の活動力への活かし方 ～知見を反映

平成28～30年度

検
討
課
題

国土の長期展望専門委員会

〇 関係人口の拡大
及び活動人口への
深化に向けた類型
化、定量化

〇 つながりサポー
ト機能が有する
仕組みの整理

〇 ライフスタイル
のマルチ化及び
シェアリングエ
コノミーの拡大

〇 高齢化する大都
市への応用

計
画
推
進
の
観
点

長
期
展
望
の
観
点

第1回（7/9） 第２回（10/1） 第３回（11/5） 第４回（3/10）

報 告

審
議
結
果
等
と
り
ま
と
め

〇 シェアリングの影響、つ
ながりサポート機能の
効果等を客観的に評価

〇 関係人口の規模を全
国レベルで把握

〇 ライフスタイルの多様
化等の将来像を推定し
つつ、関係人口の将来
像を推計

報 告

〇 シェアリング活用指針
等の策定

シンポジウムの開催
（１月頃）

〇 地域マネジメントの
手法を整理し、自治
体等に提示（Ｐ）

適宜、必要な情報を提供

〇 関係人口の拡大・
深化の方策を整理し、
自治体等に提示（Ｐ）

経過を報告

関係人口の実態把握ＷＧ
関
係
人
口
の
類
型
化
・定
量
化

７月23日 10月頃 １月頃

ライフスタイル
の多様化等の
現状・将来展望

対流の促進に
向けた対応を
整理

類型化・定量化の
事例を共有し、分
析手法を議論

類型化・定量化に
向けた方針を決
定し、試算を開始

シェアリングが
対流に与える
影響を定性的
に評価

メリット・デメリッ
トを整理

つながりサポー
ト機能が有する
仕組みの整理、
機能の見える化

支援施策の方
向性を整理

試算結果の
中間報告

議論の結果を調査
にフィードバック

一部地域における
試算結果

全国展開に向けた
課題の整理

関係人口から
みるライフスタ
イルの多様性

議論の方向性
を決定し、キッ
クオフ

設置
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今回の議論のポイント

3



【論点１】

〇 地域にとっては、多様な関係人口が存在することが
重要であるが、特に必要な関係人口とは何か
← 地域が望む活動内容とは何か。

〇 地域の問題解決に資する活動人口とは、具体的にど
のようなものなのか。
← 何のための活動人口なのか。

〇 地域の維持・向上に必要な活動力とは、どのような
価値・機能なのか。
← 地域で人が生きていくために必要な機能及び価

値とは何か。どのように評価していくのか。
4



３．関係人口と活動人口との関係

地域の活動人口（地方部のイメージ）

将来
（パターン１）

将来
（パターン２）

将来
（パターン３）

※ 活動人口は、
地域の維持に最
低限必要なボ
リュームを表現

T（時間軸）

Ｖ（人口軸）

現在過去

： 定住人口

： 活動人口

： 関係人口

関係人口が
定住人口をカバー

定住人口のう
ちの活動人口
が増加

地域を維持でき
る活動人口が確
保できない

地域力が低下

不足分

【関係人口】
地域外にあって、移住でもなく観光でもなく、特定の地域と継続かつ多様な形で関わり、

地域の課題解決に資する者などをいう。

関係人口の定量化を行うとともに、
このうち、実際に地域の課題解決に
資する｢活動人口｣＝｢活動力｣を明
らかにしていくことが必要

5

一定数の定住
人口は必要



４．地域活動のイメージ

〇 健康や医療サービスに関係した活動

〇 高齢者を対象とした活動

〇 障害者を対象とした活動

〇 子供を対象とした活動

〇 スポーツ・文化・芸術・学術に関係した活動

〇 まちづくりのための活動

〇 安全な生活のための活動

〇 災害に関係した活動

〇 多文化共生に関連した活動 6
（出典）社会生活基本調査 ボランティア活動の形態を一部加筆



【論点２】

〇 関係人口の類型化については、①地域への滞在度と②
地域への関与度の二軸で検討していきたいと考えている
がその是非如何。

〇 地方が関与した関係人口には、

都市 → 地方、地方 → 都市、地方 → 地方

の動きがあると想定されるが、地域づくりの観点から
は、どの流れを捉えることが重要なのか？
（今年度の調査の範囲）

〇 拠点間の距離・時間をどのように考えるのか。
← 実践者の拠点間の移動に係る距離と時間を把握す

る必要があるのではないか。
7



定
住
者

関係人口

滞在時間・頻度

活動人口

類型毎に定量化

大

地
域
と
の
結
び
つ
き
・
関
わ
り

（
地
域
へ
の
優
劣
の
な
い
貢
献
度
）

大

５．関係人口の類型化・定量化のイメージ

〇 ｢関係人口｣については、国の機関では、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局、総務省、国土交通省等が取
り扱っているが、類型化等に関して統一的な整理は行われていない。

〇 一方で、有効な施策を検討する観点や地域づくりを担う関係人口を考慮し地域の将来像を推定する観点からは、関
係人口の類型を整理し、現状を“見える化”することが重要。
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６．地域への滞在度の分類のイメージ（都市と地方の対流）

都 市 部 地 方 部

地
方
へ
の
滞
在

大

小

※ 帰省のうち、地域活動に参加するものを含む

住居住居
移住

移住者

地方本拠型 本拠地拠点
移動

拠点
移動

本拠地 拠点 拠点
移動

都市本拠型
移動移動

多地域交流
（観光等を除く）

地方本拠型 本拠地宿泊
移動

宿泊
移動

支
援
者

本拠地
ふるさと納税、クラウドファンティング等

地域
特産品の定期購入

関
係
人
口

無関心、無交流層

多地域居住
（二地域居住を含む）

本拠地 宿泊 宿泊
移動

都市本拠型
移動移動多地域交流

（観光等を除く）

〇 関係人口の分類については、一つの考え方として、地域への滞在度合いの観点からの整理が可能
〇 後述のライフステージに応じて、選択可能な滞在スタイルを検討する必要

頻
度
に
よ
る
分
類
が
必
要
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【活動人口予備軍】

デュアルスクール型

自治体職員等

地域活動

地方と都市の２つの学校の児童・生徒が学校間を行き来し、双方の学校で学習
【 事 例 】徳島県（試行）
【前提条件】双方の市町村教育委員会が｢区域外就学｣を認めていること

関係人口

都市部の学校地方部の学校

派遣講師による
個別支援を実施

地方と都市の双方
の視点を持つ者を
育成

体験イベント参加型

恒常的に体験イベント等に参加し、地域との結びつきを強める
【 事 例 】田舎暮らし体験、二地域交流体験、祭り参加 等
【前提条件】あくまで体験・交流が目的であり、労働力として求めない

地域住民活動参加者

関
係
人
口

コーディネーター
（自治体職員、ＮＰＯ等）

参加募集

体験イベント等
企画

交流

関
係
人
口
か
ら
刺
激
を
受
け
、
地
域
活
性
化

資金供給型

自治体職員等

地域活動

都市部からの資金供給により、地域を支援
【 事 例 】ふるさと納税、クラウドファンディング 等
【前提条件】特になし

関係人口
地方自治体

地元事業者、ＮＰＯ等

地

域

づ
く
り
活

動

７．関係人口の地域への関わりによる分類
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現地消費型・趣味実行型

自治体職員等

地域活動

都市部からの地方部に定期的・継続的に訪問し、消費活動、趣味活動等を実施
【 事 例 】特になし
【前提条件】特になし

関係人口

地場産品等を含む消費地域を訪問

特定の地域を
継続的に訪問

消費活動

趣味活動



地縁・血縁型
地域内にルーツを持つ者が定期的に地域活動に参加
【 事 例 】地域活動への参加を兼ねた帰省 等
【前提条件】滞在拠点となる親戚宅、友人宅が存在

関
係
人
口

都市住民

帰省

実家等地域活動

一部参加

休日労働・副業型（都市拠点、雇用型）

平日は、大都市部で働き、休日に副業として地方企業で労働
【 事 例 】岩手県八幡平市 等
【前提条件】法人及び組織に所属している場合は、副業が認められている

地方部の民間企業等

関係人口

休日に地方の民間企業に勤務

民間事業者等

地方自治体、ＮＰＯ等

斡旋

平日
大都市部で勤務

休日労働・副業型（地方拠点型）

平日は、地方部で活動を行い、週末に都市部に赴き収入を得る。
【 事 例 】千葉県南房総市 等 （要事例収集）
【前提条件】法人及び組織に所属している場合は、副業が認められている

関係人口

平日
地方部で創作活動や
地域活動を実施

週末
大都市部で活動
（収入を得る）

【活動人口予備軍型】

【活動人口型】

11

サテライトオフィス利用型・アドレスフリー型
都市部に本拠を持つ企業等が地域内にサテライトオフィス等を設置
【 事 例 】上士幌お試しオフィス、逆参勤交代、アドレスホッパー 等
【前提条件】拠点性のある既存ストックを活用可能、テレワークが可能な職種

シェアオフィス
コワーキングスペース等

関係人口

サテライトオフィス
テレワークを実施

民間事業者等

社員派遣

地方自治体、ＮＰＯ等

設置

地域活動

一部参加

ク
ラ
ウ
ド
ソ
ー
シ
ン
グ
等フリーランス等



【活動人口型】

コーディネート・ファシリテート型

地元事業者自治体職員等 地域住民

地域活動

コーディネーター
ファシリテーター

専門家

共創
支援

関係人口

コーディネーター・ファシリテーターが地域の取組を伴走的に支援
【 事 例 】コ・クリエーション、集落活動センター 等
【前提条件】地域にある程度人がいる、産業がある

コ
ア
チ
ー
ム
づ
く
り

仕

組

み

づ
く

り

役

割

分

担

実

行

ビ
ジ
ョ
ン
の
策
定

地

域

の
再

点

検

地域の要請

地域維持・労働力提供型

棚田等の地域資源の管理に外部アクターが参画し、地域を維持
【 事 例 】棚田の維持活動、水路等の維持活動、海岸清掃 等
【前提条件】地域外の者にとって魅力のある地域資源の存在

活動参加者地域住民

地域活動

関
係
人
口

コーディネーター
（自治体職員、ＮＰＯ等）

協働

棚田保全、農作業、
地域維持活動等

働きかけ

プラットフォーム提供・利用型

拠点施設を構築し、地域の内外の対流を促進
【 事 例 】輪島カブーレ、喫茶ランドリー 等
【前提条件】拠点性のある既存ストックを活用可能、設備投資が可能

運営者・従業員

関係人口交流拠点 ・ 交流スペース
・ 社会福祉施設
・ レストラン、カフェ
・ 温泉施設
・ リラクゼーション施設
・ その他

設置
運営

関係人口 地域住民
地域の要請自

治
体
等

場合によっては、
地域で設置

利用者
新
し
い
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

参画者

関係人口

コーディネーター
（ＮＰＯ等）

産業担い手創出型
自治体、地元企業等が外部組織と連携し、地域での仕事を創出し、人材を育成
【 事 例 】Next Commons Lab、百年の森林構想 等
【前提条件】利活用可能な地域資源、拠点となる既存ストックを活用可能

地域資源を利活用
関係人口

外部事業者
地域拠点

参画

創出活動

地元事業者等

地域特産品を産出
仕事を創出

人材が育成
一部の者が移住

地域の要請

調整
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【論点３】
関係人口の実態把握ワーキング・グループ（第１回）に

おいて議論を行う内容

（１）関係人口の類型を決定

（２）調査方法の決定
１）アンケート調査の調査項目の設定
２）アンケートの母集団のとり方
３）有効なアンケート実施手法の検討

13



【論点４】

〇 今回の懇談会の３つのテーマ
① ライフスタイルの多様化

② シェアリング
③ つながりサポート機能

これら３つの論点の関係性をどう考えるのか。

〇 関係人口の拡大及び深化という観点から、
これらの論点の議論をどのように進めていくのか。

14



・交流スペースを

・

・交流スペースを
提供
・移動手段を提供
等

８．ライフスタイルが 『対流』 に及ぼす影響のイメージ

労働生産性の向上
勤務体系の変化

コンテンツの増加
社会保障の減退
介護の必要性

価値観の多様性
・ 世代毎に異なる価
値観
・ 消費傾向の変化

働き方の多様性
・ 労働時間の短縮
・ 在宅ワーク
・ テレワーク

時間的縛りの低減 時間の使い方の多様化

地
域
に
興
味
・関
心
が
あ
る
又
は
積
極
的
に
関
わ
り
た
い

ライフスタイルに影響を与える
社会的な変化

移住

多地域居住

多地域交流

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
創
造
、
『
対
流
』
が
促
進

etc･･･

シェアリング

・滞在場所を提供
・ワーキングス

・仕事を提供

・滞在場所を提供
・ワーキングス
ペースを提供
・仕事を提供 等

促進

地域への移動等

支援（資金）
クラウドファンティング等

〇 人生観、価値観、習慣などを含めた個人の生き方（ライフスタイル＝生活様式・営み方）が多様化し、人々のニー
ズに影響を及ぼしている可能性があることから、その現状を明らかにする必要

〇 シェアリングのメリット及びデメリットを整理するとともに、つながりサポート機能が有する仕組みを整理するこ
とにより、｢対流｣の促進を進めるための方策を検討する必要

〇 併せて、シェアリングの拡大等が、将来の｢対流｣に及ぼす影響を評価する必要

関
係
人
口

促進

地域住民以外 移住者・関係人口

つながりサポート機能ライフスタイルの多様化

窓口機能
調整機能

促進
地域住民

促進

継続機能
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【論点５】（次回の論点の予告）

〇 ライフステージの観点からは、移住に至りやすい期間
が限られている可能性があるのではないか。

〇 それぞれのステージにおいて、 取り得ることができ
る関係人口の形があるのではないか

〇 ライフスタイルの多様化は、関係人口の拡大にどのよ
うな影響を及ぼすのか。
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９．ライフステージに応じた関係人口の可能性

幼少期 小中学 高校 大学 退職後

結婚地縁形成

地域での学び 小中学校 高校

旅行など観光体験

より能動的な選択（ただし、ライフスタイルに応じて一部時期に制約あり）

比較的
自由度大

就職前
無職時

地縁的な教育

学校教育に依存度 大

修学旅行 地域留学

教育機関における学び

※ 両親の行動パターンに依存
より受動的な選択

地
域
（
地
方
）
と
の
関
わ
り

インターン

ゼミ

大学

子ども農山漁村体験 等

多
地
域
居
住

等

地
域
活
動

地域おこし協力隊

移住に至る可能性

都市部に就職・就業

就職先の規則・制度が制約
子育て期間中は、移動への制限、金銭的制約あり

子育て（拠点が必要）

地方勤務

帰省

テレワーク、副業が可能な場合は、多地域居住等が可能

多
地
域
居
住

等

特に時間的、金銭的制約が
厳しい期間

大胆な行動には、ライフスタイル
の見直しや周囲の理解が不可欠

生誕

比較的
自由度大

週末を中心とした
地域活動
制約の中では、

ライトなものがメイン？

多
地
域
居
住

等

地
域
活
動

多
地
域
居
住

等

移住に至る可能性

ふるさと納税・産地消費

会
社
側
の
都
合
で
主
要
な

拠
点
が
定
め
ら
れ
る

〇 現状では、多くの者はライフステージに応じて、様々な制約があり、特に移住を容易に行える期間は、大学卒業後
から就職前、定年後等の限られた期間である可能性

〇 よって、地域づくりの担い手確保の観点からは、移住・定住を前提としないような関係人口の積極的な活用が必要
〇 また、ライフステージの多様化の進展が関係人口にどのような影響を及ぼすのかについて、検討を行う必要

会
社
側
の
都
合
で
主
要
な

拠
点
が
定
め
ら
れ
る

子供の就学（小・中・高）
期間中

地方勤務
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テ
レ
ワ
ー
ク
等
が

不
可
能
な
場
合

転職が多い時期（20代）

地
域
活
動

地
域
活
動



10．ライフスタイルと関係人口

業務上の制約

雇われか
自営業か

拠点を自分で
決められる業種

常時
多拠点居住等が可能

休日関係人口

地域の生業に参加可能
移住につながる可能性

テレワークが
認められているか

副業が
認められているか

地域の生業に参加可能
（本業の休日）

テレワークが
認められているか

（本業）
常時

多拠点居住等が可能

常時
多拠点居住等が可能

地域活動に参加可能
（本業の休日）

休日関係人口

〇 ライフスタイルは多様化しているが、居住地以外の地域との関わりの観点からは、業務上、家庭上の制約が現実的
には存在

〇 特に、業務上の制約は、労働者の大多数が企業等に所属していることを勘案すると、一定程度存在
〇 様々な制約を踏まえた関係人口の状況を整理する必要

（実施可能か）
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（本業以外で取り組む場合）


